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イーサリアム（ETH）の追加取得及び月次保有状況に関するお知らせ（2026 年 10 月末時

点） 

 

当社は、2026 年５月７日付「ターゲットバイイング戦略（Cash Secured Put）開始のお知らせ」に

基づき、2026 年 10 月中に実施したイーサリアム（ETH）の取得状況及び 2026 年 10 月末時点の保有状

況について、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１. 2026 年 10 月の取引実績 

取得事由 取得日 取得数量 取得価額 取得単価 

イーサリアムの取得 ※1 2026 年 10 月１日 23.988 ETH 10,321,372 円 430,272 円 

イーサリアムの取得 ※1 2026 年 10 月５日 22.61087521 ETH 9,678,348 円 428,040 円 

イーサリアムの取得 ※1 2026 年 10 月 15 日 26.67034815 ETH 10,000,004 円 374,948 円 

イーサリアムの取得 ※1 2026 年 10 月 22 日 24.46068974 ETH 9,351,762 円 382,318 円 

イーサリアムの取得 ※1 2026 年 10 月 29 日 27.4059002 ETH 9,999,995 円 364,885 円 

ステーキング収入等 ※2 ― 5.0364 ETH 1,917,790 円 ― 

合計  130.1722 ETH 51,269,271 円  

※1 いずれも国内暗号資産取引所における現物取引（板取引）での購入によるものであり、プットオプション

の権利行使による取得はありません。 

※2 ステーキング報酬等として受領したＥＴＨであり、取得価額は受領時の時価に基づき算定しております。 

 

２. 2026 年 10 月のオプション取引実績 

約定日 満期日 数量 権利行使価格 プレミアム 結果種別 

2026 年 10 月１日 2026 年 10 月９日 100 ETH 
387,000 円 

（OTM −10%） 
40,450 円 権利行使なし 

2026 年 10 月 13 日 2026 年 10 月 23 日 110 ETH 
366,000 円 

（OTM −8.5%） 
85,008 円 権利行使なし 

※1 上記の各取引は、いずれも満期日において権利行使されることなく終了したため、権利行使価

格によるＥＴＨの取得はありません。2026 年 10 月中に受領したプレミアムの合計は 125,458 円

となっております。 

※2 なお、2026 年 10 月 31 日時点において、未決済のオプション建玉はありません。 



 

３. イーサリアム（ETH）の保有状況（2026 年 10 月 31 日時点） 

総取得数量 総取得価額 平均取得単価 

3,156.6214 ETH 1,328,797,372 円 420,956 円 

※ステーキング収入分等を含んでおります。 

※2026 年９月 30日時点の数値につきましては、本日付「（訂正）「イーサリアム（ETH）の追加取得及び月次保有

状況に関するお知らせ（2026 年９月末時点）」の一部訂正について」に記載の訂正後の数値を基準としておりま

す。 

※2026 年 11 月１日以降の取得分は、本資料の各数値（2026 年 10 月 31 日時点）には含まれておりま

せん。なお、当該取得分を含めた本資料開示日現在の総取得数量は 3,182.7354ETH となっておりま

す。 

 

４. 今後の方針 

当社は引き続き、ターゲットバイイング戦略（Cash Secured Put）およびステーキング運用を通

じて、イーサリアムを市場価格に対してディスカウントした実効価格で規律的に取得するとともに、

保有資産からの収益創出により実効取得単価の引き下げを図ってまいります。本戦略は、権利行使

が行われなかった場合には受領したプレミアムが取得コストの低減に寄与し、権利行使が行われた

場合には相場の下落局面においてあらかじめ定めた水準でＥＴＨを計画的に買い増す機会となるも

のであり、いずれの場合においても当社の取得方針に沿う設計としております。本件が当期業績に

与える影響は現時点では未定であり、実際の運用状況や市場環境により重要な影響が生じる場合に

は、速やかに開示いたします。 

 

以 上 


